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第３章 

計画の基本的な考え方 
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１ 基本理念 

 

本市では、これまで『みんなでつくる「やさしさ」あふれるまち かかみがはら』を基本理念に

掲げ、地域福祉を推進してきました。 

本市の最上位計画である「各務原市総合計画」では、「もっとみんながつながる 笑顔があふれ

る元気なまち ～しあわせ実感かかみがはら～」を将来都市像として掲げ、市民、自治会、各種団

体、ＮＰＯ、企業、行政等がつながり、「オール各務原」で取り組むまちづくりを進めています。

また、基本理念においては、「誇り・やさしさ・活力」の３つの柱を掲げており、『やさしさ』で

は、誰一人取り残されることなく、安心して暮らせるまちづくりを進める方針を示しています。 

本計画においては、「各務原市総合計画」の「つながる」ことで、「やさしさ」があふれるまち

づくりを推進するという考えのもと、第４期計画までの基本理念『みんなでつくる「やさしさ」

あふれるまちかかみがはら』を踏まえて、『みんなが「つながる」、「やさしさ」あふれるまち か

かみがはら』を基本理念として定め、地域福祉を推進し、地域共生社会の実現を目指します。 

 

 

基本理念 

 

みんなが「つながる」、「やさしさ」あふれるまち 

かかみがはら  
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２ 基本目標 

 

整理した３つの重点課題を踏まえ、本計画の取り組みの柱となる基本目標を次のとおり定め

ます。 

基本目標１ 認め合い、支えあうまちづくり 

地域のつながりやふれあいを活性化するため、地域・世代間の交流や活動の場づくりなどを

通して、地域活動の推進を図ります。 

また、地域福祉のコミュニティの醸成を図り、地域での助けあい、支えあいを促すとともに、

近隣ケアグループ活動などの地域活動において、多様な主体の交流の促進を図り、地域の支援

体制を充実します。 

 

基本目標２ 地域福祉の担い手が育つまちづくり 

高齢者や障がいのある人、子どもなどとの交流の機会や多様な福祉教育の充実を進め、地域

課題を地域の住民が『我がこと』として捉え、解決を試みることができるよう意識の醸成を図

ります。 

また、地域福祉活動を継続するため、担い手となる人材の確保、リーダーの育成に努めると

ともに、多様な住民の参画を促進します。 

 

基本目標３ 誰もが安心して暮らし続けられるまちづくり 

多様化・複雑化する生活課題に対応するため、各種福祉サービスの質の向上を図り、わかり

やすい情報提供に努めるとともに、身近なところで気軽に相談できる体制や相談窓口間の連携

を促進し、適切な支援につなげます。 

また、生活に困っている人への支援や、制度のはざまにある人への支援を促進するとともに、

地域の防災・防犯体制の強化を図り、安全・安心な地域づくりを推進します。 
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３ 施策体系 
 

基本理念   基本目標 基本施策 施策の方向性  
     

  

（１）地域活動の促進 

①地域交流、世代間交流の活性化 

②地域の福祉活動の参加支援 

③地域づくりの促進 

 

  
（２）見守り・助けあいの 

活性化 

①地域包括ケア体制の強化 

②認知症施策の推進 

③孤独・孤立対策の推進 【重点】 

 

  
（３）地域組織・団体の 

連携強化 

①生活支援体制の整備 

②地域福祉団体間の情報共有ネットワークの

強化 

 

     

     
     

  
（１）支えあう意識づくり 

①福祉教育の充実 

②心のバリアフリーの推進 

 

  
（２）活動の担い手づくり 

①福祉人材の確保及び育成 【重点】 

②ボランティア活動への参加促進 

 

  

（３）多様な住民の参画促進 

①高齢者や障がいのある人などの社会参加支

援、活躍の場づくり支援 

②若い世代の参加促進 

 

     

     
     

  
（１）福祉サービスの 

質の向上・利用促進 

①各福祉分野におけるサービスの充実 

②各種相談窓口における連携体制の整備 

③効果的な福祉サービスの情報発信 

 

  

（２）さまざまな困難を 

抱える人に対する 

支援の充実 

①生活や就労に困っている人への支援 

②配慮を必要とする子どもや家庭への支援 

③制度のはざまにいる人への支援 【重点】 

④安心できる居場所を必要とする人への支援 

⑤権利擁護を必要とする人への支援 

⑥再犯防止の推進   

 

  

（３）防災・防犯活動の推進 

①災害時の要配慮者への支援体制整備 

②地域の防災対策の促進 

③地域の防犯活動の支援 

 

  （４）包括的な自殺予防体制

の構築 

自殺対策計画 

①自殺を未然に防止する体制の強化 

②自殺リスク要因を減らすための支援 

③さまざまな世代や環境に応じた支援 
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４ 指標の設定 

本計画では、施策の実施状況を客観的に評価・検証するため、アンケート調査の結果から基本

目標ごとに指標を定め、地域福祉施策を推進していきます。 

基本目標１ 認め合い、支えあうまちづくり 

項目 
現 状 

令和５年度 
目 標 

令和11年度 

困った時に、隣近所で助けてくれる人がいると思っている市民の割合 43.4% UP 

高齢者や障がいを持っている方などへの手助けを心がけている市民の割合 76.1% UP 

安心できる居場所があると思う市民の割合 91.6% UP 

近所づきあいの満足度 86.1% UP 

基本目標２ 地域福祉の担い手が育つまちづくり 

項目 
現 状 

令和５年度 
目 標 

令和11年度 

まちづくりに参加したいと思っている市民の割合  31.5% UP 

地域活動をしている人の割合 64.1% UP 

地域の活動やボランティア活動に参加する青少年が多くなったと感じる 

市民の割合 
6.0% UP 

高齢者にとって知識や経験を生かせる場があると思う人の割合  20.1% UP 

今後地域活動をしたい（続けたい）と思う人の割合 27.0% UP 

社会福祉協議会活動への関心度（活動に関わりたい）と回答した市民の割合 11.3% UP 

地区社会福祉協議会活動への関心度（活動に関わりたい）と回答した市民の割合 10.9% UP 

基本目標３ 誰もが安心して暮らし続けられるまちづくり 

項目 
現 状 

令和５年度 
目 標 

令和11年度 

福祉サービスの情報が入手できている市民の割合 9.0% UP 

子育てしやすい環境が整っていると感じる市民の割合 51.2% UP 

老後も安心して暮らせると思う市民の割合 30.0% UP 

治安が良いまちだと感じる市民の割合 63.0% UP 

悩みや不安を相談する人や場所がある市民の割合 89.9% UP 
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５ 重点プロジェクト（案） 

重点プロジェクト １ 孤独・孤立対策の推進 

社会環境の変化などを背景に、孤独・孤立が深刻化・顕在化しています。孤独・孤立に陥る

要因は様々であり、誰にでも、人生のどのタイミングにも起こり得る課題として捉える必要が

あります。 

国では、令和６年４月より「孤独・孤立対策推進法」を施行し、人と人のつながりが生まれ

る社会づくりなどを推進しています。 

本市においても自殺やひきこもりなど、孤独・孤立と関連性の高いと考えられる課題がある

ことから、孤独・孤立対策を推進する必要があります。気軽に相談できる相談支援や居場所づ

くり、社会に出ることが困難な人に対するアウトリーチ支援などを検討します。 

■孤立・孤独対策イメージ  

ひきこもり支援プラットフォーム など 

自治会、近隣ケア 
民生委員・児童委員当等 

地域 
活動 

ひきこもり本人や 
その家族 

見守り 

状況に応じた 

支援施策への取り次ぎ 

居場所へつなぐ 

連携 

社会参加 

を促進 

関係機関や支援施策などを調整 

 
ＮＰＯ 

他分野支援機関 
など 

相談 

支援 

就学 
復学 

就労 
支援 

居場所 
づくり 

アウト
リーチ 

家族会 
など 
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重点プロジェクト ２ 福祉人材の育成及び確保 

本市では、担い手の高齢化や若い世代の参加が少ないことなどが課題となっており、特に若

い世代や次世代の担い手確保に向けた取り組みが必要です。 

次世代の人材確保に向けては、子どもたちが福祉分野の現場や働く人に触れられる体験学習

などの機会を広げ、福祉の心をはぐくむとともに、福祉への関心を高めます。 

地域福祉の活動においては、共働きなどを背景に、地域活動に参加する時間がない若い世代

が多いことから、若い世代が参加しやすいような活動時間や内容、参加を促すための工夫に取

り組みます。また、マッチング事業などを通じて、若い世代の地域活動団体と福祉分野を積極

的につなげることで、団体間の支え合いや連携を推進します。さらに、地域福祉に関わる講演

会や研修会の開催などを通じて、新たな層の取り込みに取り組みます。 

 

■福祉人材の育成及び確保のイメージ  

福祉教育、体験学習 

福祉への関心を高める 

活動時間・内容などの見直し 

若い世代の参加促進 

若い世代の地域活動と 
福祉分野のマッチング事業 

団体間の支え合いや連携の推進 

地域福祉に関わる 
講演会や研修会 

地域活動へ新たな層を取り込む 
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重点プロジェクト ３ 制度のはざまにいる人への支援 

少子高齢化や人口減少の進行、世帯の小規模化、住民同士のつながりの希薄化、非正規雇用

の拡大等、社会状況は大きく変化している中、社会的孤立や介護と育児の問題を同時に抱える

などの複合的な課題や、既存の支援制度では対応が難しい制度のはざまに陥る問題が増えてい

ます。こうした中で、これまで分野ごとに整備が進められてきた公的支援が、今後様々な課題

に対して包括的に対応していくことが求められています。 

複合的な課題を抱える相談を受けた各分野の相談窓口等が、既存のネットワークでは解決で

きない場合に、課題を整理し、適切な支援へつなぎ直す仕組みや体制づくりを進めます。 

 

■相談支援体制のイメージ  

単独分野や既存の繋がりでは対応が困難な案件 

包括的な相談支援 

 

属性に関わらず包括的に相談を 

受け止め、支援機関等へつなぐ 

 

 

地域包括 
支援センター 

こども家庭 
センター 

基幹相談 
支援センター 

 

その他 
支援機関等 

生活相談 
センター 

高齢福祉 
施策・機関 

その他支援 
施策・機関 

障がい福祉 
施策・機関 

生活困窮 
施策・機関 

既存施策のみで 

対応が困難な場合 

新たな施策等の検討 

子ども･子育て 
施策・機関 

複合的な課題を整理し、 
適切な支援施策へつなぎなおす 
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第４章 

施策の展開 
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基本目標１  認め合い、支えあうまちづくり 

基本施策１ 地域活動の促進 

現状と課題 

○ 地域での支えあいを推進するためには、住民同士の交流を促進し、相互の関係性を育むこと

が大切です。一方で、人口減少や少子高齢化、ライフスタイルや価値観の多様化等により地域

のつながりは希薄化しています。 

○ 市民アンケート調査では、地域の課題として「住民同士のまとまりや助け合いが少なくなっ

てきている（31.3％）」が上位となっており、経年と比較して高くなっています。また、地域

活動への参加状況について、「自治会の活動への参加（39.0％）」が最も高いものの、次いで

「地域活動はしていない（35.9％）」が高くなっています。さらに、自治会への参加状況を経

年で比較すると20ポイント以上減少しています。 

○ 地域コミュニティ会議においては、世代間交流をする機会がないことや自治会未加入者との

コミュニケーションが取れないことなどが課題としてあがっています。 

○ 身近な地域における交流機会の充実や地域活動への支援に取り組む必要があります。 

具体的な取り組み 

① 地域交流、世代間交流の活性化 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

1 地域交流の促進 

地域行事や地域活動に対する支援等を通じて、地域におけるつながりづく

りを促進します。また、様々な文化的背景を持つ人との交流の機会を創出

し、多文化共生を推進します。 

主な事業 

・「親子サロン」運営事業（市） 

・子ども食堂・子ども宅食支援事業（市） 

・多文化共生事業（市） 

2 
多世代交流の促

進 

子ども館やボランタリーハウスなどの拠点を活用し、多世代が交流できる

機会の創出に取り組むとともに、先進的な取り組みの情報を発信し、市全

体における多世代交流の機運を醸成します。 

主な事業 

・子ども館運営事業（市） 

・多世代が交流できる地区社協事業の展開（社協） 
 

市民・地域 の取り組み 

◇ 隣近所での日常的なあいさつや声のかけあい、趣味などを通して、地域や世代間の交流を図

ります。 

◇ 子ども会、シニアクラブ活動や、地域行事などにおいて、高齢者と子どもが交流できる機会

をつくります。 

◇ ボランタリーハウスなど、属性を問わず、様々な人が集まり、交流できる場をつくります。  

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 
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② 地域福祉活動の参加支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

3 
地域の福祉活動活性

化のための体制整備 

エリア担当職員の配置など、地域課題の把握や解決に向けて行政が連

携できる体制を整備します。また、福祉活動に取り組む市民や団体な

どに対する支援を通じて、地域における福祉活動の活性化を図りま

す。 

主な事業 

・エリア担当職員配置事業（市） 

・支え合い活動の支援（社協） 

4 
地域の福祉活動活性

化のための環境整備 

ボランタリーハウスの開設や運営支援など、地域福祉を行うための環

境を整備します。 

主な事業 

・身近な場所での拠点づくりに対する支援（社協） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 地域住民が参加しやすいイベントを企画し、顔を合わせて話せる機会をつくります。 

◇ 身近な交流の場として、公民館や空き家など、地域内の社会資源を有効に活用します。 

 

③ 地域づくりの促進 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

5 
地域づくりや地域活

動への参加促進 

まちづくり活動に取り組む団体等に対する助成や相談支援などを展

開し、地域の実情に応じた地域活動を推進します。 

また、まちづくりに関わる団体や担い手のマッチングにより、団体や

市民間の交流を深め、地域活動への参加を促します。 

主な事業 

・まちづくり担い手助成事業（市） 

・まちづくり担い手マッチング事業（市） 

6 自治会活動の促進 

自治会活動に関する情報発信に取り組むことで、活動に対する理解の

促進に取り組むとともに、自治会の負担軽減などを通じて、持続可能

な自治会活動の展開や、活動への参加を促します。 

主な事業 

・自治会活動への支援（市） 

7 
学校と連携した地域

づくりの促進 

地域における子どもの見守り活動を通じて、安心・安全な地域づくり

に取り組むほか、学校や地域が連携した行事を開催するなど、地域、

家庭、学校が一体となった地域づくりを推進します。 

主な事業 

・通学路ふれあい活動事業（市） 

・コミュニティ・スクール事業（市） 
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市民・地域 の取り組み 

◇ 自治会活動などの地域活動を正しく理解し、自身も地域をつくる一員としての自覚を持って

活動に携わります。 

◇ 自治会やボランタリーハウスなどで、地域の特性や住民のニーズに合った地域活動を展開し

ます。 

成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

子育てボランティア参加人数（子ども館・年間） 928 人 ▶ 950 人 

多文化共生事業参加者数 1,964 人 ▶ 2,400 人 

住民主体の支え合い活動支援事業補助金活用件数 1 件 ▶ 6 件 

地域における福祉活動拠点数（ボランタリーハウス数） 94 拠点 ▶ 102 拠点 

 
 

 

 

各務原国際協会と連携して、日本人市民に対しては、

外国人等にもわかるように配慮した簡単な日本語を

学べる「やさしい日本語セミナー」の開催、外国人市

民に対しては、生活のための日本語教室の開催などを

実施しています。また、いざというときのために災害

時外国人支援センター設置マニュアルの作成や災害時外国人支援セミナーを開催して

います。日本人や日本に住む外国人がそれぞれの文化をお互いに紹介しあう KIA フェ

スティバルも開催し、交流を図ります。 

 

 

 

市民活動団体との連携を進めながら、市民や地域の

担い手が、自由な発想で主体的にまちづくりに取り組

むことができる環境づくりを推進し、「市民一人ひとり

が幸せを実感できるまちづくり」の実現に向けた支援

を行っています。 

 

 

 

それぞれの個性や強み、自分らしさを活かしながら、

地域の課題解決や魅力発信、人とのつながりづくりな

どに取り組むNPO、市民活動団体、企業、学校など多

様な市民が連携したまちづくりを進めるとともに、そ

の活動を支援しています。 

取り組み事例 多文化共生推進事業 

取り組み事例 まちづくり活動助成事業 

取り組み事例 まちづくり担い手マッチング事業 
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基本施策２ 見守り・助けあいの活性化 

現状と課題 

○ 本市では、今後後期高齢者の増加に伴い認知症を発症する人の増加が見込まれており、地域

における見守りや助けあいがより一層重要となります。 

○ 民生委員・児童委員アンケート調査では、地域において特に支援が必要な対象について「ひと

り暮らしの高齢者（88.1%）」や「高齢者のみの世帯（73.8%）」が上位となっています。ま

た、相談者からの要望で最も多い相談内容は「高齢者への支援（72.3%）」となっています。 

○ 日常生活において何らかの支援が必要な人に対して、地域で見守り、助けあう基盤の整備や、

住民主体の支え合い活動に対する支援の充実が必要です。 

○ 雇用環境やライフスタイルの変化等により、地縁・血縁によるつながりが希薄化しています。

さらに、近年の経済情勢の変動や新型コロナウイルス感染症の拡大を経て、孤独・孤立の問題

が顕在化・深刻化しています。 

○ 市民アンケート調査では、「安心できる場所」がある人（91.6%）が過半数を占める一方で、

ない人（5.2%）も一定数存在しています。 

○ 望まない孤独・孤立を防ぐため、相談支援や居場所づくりなどの支援に取り組むとともに、地

域における見守り活動と行政が連携し、支援が必要な人を最適な支援につなげる体制づくり

が必要です。 

 

■地域において特に支援が必要な対象（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■相談者からの要望で最も多い相談内容（上位５位）  

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 

88.1 

73.8 

36.1 

36.1 

19.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり暮らしの高齢者

高齢者のみの世帯

認知症の人

高齢者や障がい者を介護している人

障がいのある人
民生委員・児童委員

（n=202)

72.3 

17.8 

14.4 

13.4 

11.9 

0% 20% 40% 60% 80%

高齢者への支援

災害時要援護者への支援

生活困窮者への支援

空き家・ごみ屋敷などの生活環境

障がいのある人への支援
民生委員・児童委員

（n=202)
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具体的な取り組み     

①  地域包括ケア体制の深化・推進 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

8 

高齢者の日常生

活における支援

の充実 

高齢者が地域において自立した日常生活を送ることができるよう、生活に

関する支援や見守り活動を展開します。また、医療分野と介護分野の連携

を強化し、在宅医療と介護の一体的な提供に取り組みます。 

主な事業 

・かかみがはら安心ねっとわーく事業（市） 

・介護予防・日常生活支援総合事業（市） 

・在宅医療・介護連携推進事業（市） 

・見守り活動の活性化（社協） 

9 
地域包括ケアの

基盤強化 

地域包括支援センターを中心として相談支援や適正なケアマネジメントを

提供するとともに、地域課題の把握や解決策の検討、センター同士の連携

により、高齢者が地域で暮らし続けるための基盤を強化します。 

主な事業 

・地域包括支援センター運営事業（市） 

・地域ケア会議の開催（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 高齢者の生活支援や地域における見守りを進めます。 

◇ 地域団体や福祉サービス事業者と地域包括支援センターとの連携を強化します。 

 

②  認知症対策の推進 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

10 

認知症の人やそ

の家族を地域で

見守る体制の強

化 

市民の認知症に対する理解を深め、見守りや声かけなどの支援ができる地

域をつくるため、認知症やその家族との交流機会の創出や認知症について

学ぶ機会の創出に取り組みます。 

主な事業 

・認定認知症カフェ事業（市） 

・認知症サポーター・キッズサポーター養成講座の開催（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 認知症サポーター・キッズサポーター養成講座等を通じて、認知症に対する理解を深めます。 

◇ 認知症カフェやボランタリーハウスなどの集まりを通して、認知症の人やその家族との交流

を深め、地域で見守ります。 
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③ 孤独・孤立対策の推進＜重点＞ 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

11 
孤独等を防ぐ支

援体制の構築 

望まない孤独・孤立状態になることを防ぐとともに、孤独・孤立状態とな

っている人に適切な支援を届けるため、相談支援やアウトリーチ支援など

の検討を進めます。 

主な事業 

・孤独・孤立に陥る人への相談支援、アウトリーチ支援（市） 

12 
SOS を出しや

すい地域づくり 

支援を必要とする人が困難を抱え込まないよう、地域における見守りや住

民同士の相互援助の推進に取り組みます。また、各種研修を通じて、支援

者の資質向上を図ります。 

主な事業 

・民生委員・児童委員協議会活動補助事業（市） 

・近隣ケアグループ活動支援事業（市） 

・ファミリー・サポート・センター事業（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 悩みごとは一人で抱え込まず、周囲の人や相談窓口に相談します。 

◇ 子育て世帯など、孤立するリスクが高い世帯に声かけなどを行い地域で見守ります。 

成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

地域ケア推進会議の開催回数（累計） 未実施 ▶ ６回 

認知症サポーター数（累計） 27,961 人 ▶ 34,000 人 

ファミリー・サポート・センターへの登録者数（累計） 419 人 ▶ 430 人 

生活支援ボランティア活動実施グループ数 

（自治会単位） 
103 自治会 ▶ 109 自治会 
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基本施策３ 地域組織・団体の連携強化 

現状と課題 

○ 地域住民の抱える福祉課題やニーズが多様化し、様々な支援が必要とされる中で、住民、地

域、団体、行政が役割分担するとともに連携を強化していくことが求められています。 

○ 団体アンケート調査では、今後の地域活動の中で連携を取りたい組織・団体として、「自治会

（36.4％）」「自主防災会（33.3％）」「社会福祉協議会（33.3％）」「市役所（33.3％）」が

上位となっています。また、市や社会福祉協議会に実施して欲しい支援として、「団体や組織

間の連携支援（39.4％）」が上位にあがっています。 

○ 団体ヒアリングでは、支援者間の日頃から顔の見える関係づくりや情報共有のネットワーク

づくりなどが課題としてあげられました。 

○ 地域コミュニティ会議では、高齢者を中心にごみ出しや移動などへの不安があることや困り

ごとを地域で共有し、近所で支援に取り組めていないことが課題としてあげられました。 

○ 連携のためのネットワークの構築を推進する必要があります。 

 

■今後の地域活動の中で連携を取りたい組織・団体（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市や社会福祉協議会に実施して欲しい支援（上位５位）  

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 

36.4 

33.3 

33.3 

33.3 

27.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自治会

自主防災組織

社会福祉協議会

市役所

ボランティア、ＮＰＯ、福祉活動団体
団体

（n=33)

45.5 

42.4 

39.4 

33.3 

30.3 

0% 20% 40% 60%

人材確保に関する支援

先進的な活動事例の紹介

団体や組織間の連携支援

広く市民に対する地域福祉の啓発

活動の担い手となる人材育成
団体

（n=33)
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具体的な取り組み     

① 生活支援体制の整備 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

13 

住民主体による

取り組みの活性

化 

地域住民同士の支え合い活動を促進するとともに、日常生活や地域活動に

不可欠な移動に関する支援を展開し、住民主体による地域活動の活性化を

図ります。 

また、生活支援コーディネーターを配置し、地域課題の解決に向けた支援

や地域の担い手の連携強化などに取り組みます。 

主な事業 

・住民主体の地域の高齢者等移動支援事業（市） 

・生活支援コーディネーター配置事業（市）（社協） 

・地域資源を活用した移動支援サービスの創出（社協） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 地域の中で抱える課題や現状、必要な支援について話し合います。 

◇ 地域の中で必要な支援について、住民が主体となってサービスを創出します。 

◇ ささえあいづくり講座、生活支援サポーター養成講座など地域活動について学ぶ場を積極的

に活用します。 

 

② 地域福祉団体間の情報共有ネットワークの強化 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

14 

専門職同士や組

織間での連携強

化 

地域全体の福祉増進を図るため、専門的な支援を行う事業者や団体、当事

者団体への支援を実施するとともに、事業者、団体間の情報交換の場の創

出に取り組みます。 

主な事業 

・障害者団体連合会活動補助事業（市） 

・社会福祉法人の公益的取り組みの推進（社協） 

15 
地域のネットワ

ークの強化 

地域において、情報交換や意見交換を行う機会を創出するとともに、積極

的な情報発信を通じて、多様な地域主体の連携強化を促します。 

主な事業 

・地域における情報共有の推進（社協） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 地域福祉活動者や団体間の情報共有と連携を促進します。 

◇ わがまち茶話会などの参加を通じて、多様な地域関係者との情報共有や連携に取り組みます。 
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成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

わがまち茶話会の参加者数 495 人 ▶ 520 人 

まちづくり担い手マッチング参加団体数（累計） 111 団体 ▶ 150 団体 

社会福祉法人間連絡会参加法人数 0 法人 ▶ 10 法人 

 

 

 

 

高齢者が、健康で、住み慣れた地域で生活できるよ

う、地域が主体となり、交通事業者等と連携して高齢

者等の移動手段を確保するための取り組みを支援し

ます。 

 

  

取り組み事例 住民主体の高齢者等移動支援事業 
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基本目標２  地域福祉の担い手が育つまちづくり 

基本施策１ 支えあう意識づくり 

現状と課題 

○ 地域のつながりが希薄化する中で、地域福祉を推進していくためには、地域住民一人ひとり

が福祉に関心を持ち、我が事と考え、地域でお互いに尊重し合いながら助け合うことが必要

です。また、地域住民の抱える課題が多様化する中で、心身の特性や考え方を持つすべての

人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションを取り、支えあう「心のバリアフリー」

を推進する必要があります。 

○ 市民アンケート調査では、地域の住民同士での助け合いや支えあえる地域づくりへの関心に

ついて、全体では関心がない人が30.5％に対して、関心がある人が67.4％と高くなってい

ます。年齢別に見ると、１０～３０歳代は関心がない人の割合が４０％を越えている一方、６

０～７０歳代は関心がある人の割合が７０％を越えており、若い世代の関心度が低い傾向に

あります。 

○ 地域コミュニティ会議では、特に若い世代を中心とした地域や福祉に対する意識の希薄化が

課題としてあげられています。 

○ 支え合う意識醸成のため、子どもに対する福祉教育や市民に対する学習機会の提供、地域共

生社会の実現に向けた福祉や人権に関する啓発を行っていく必要があります。 

 

■地域の住民同士での助け合いや支えあえる地域づくりへの関心 

  

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 

7.8 

8.7 

7.7 

3.3 

3.9 

7.5 

11.0 

59.6 

46.4 

50.5 

59.5 

54.5 

71.4 

62.5 

25.9 

36.2 

33.0 

33.1 

31.8 

18.4 

19.7 

4.6 

8.7 

8.8 

4.1 

7.1 

2.0 

2.6 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 

2.6 

0.7 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民全体（n=900)

【年齢別】

10歳代・20歳代（n=69)

30歳代（n=91)

40歳代（n=121)

50歳代（n=154)

60歳代（n=147)

70歳以上（n=309)

とても関心がある ある程度関心がある あまり関心がない

まったく関心がない 不明・無回答
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3.3 

3.9 

7.5 
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59.6 

46.4 

50.5 

59.5 
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71.4 

62.5 
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36.2 

33.0 

33.1 

31.8 

18.4 

19.7 

4.6 

8.7 

8.8 

4.1 

7.1 

2.0 

2.6 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 

2.6 

0.7 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民全体（n=900)

【年齢別】

10歳代・20歳代（n=69)

30歳代（n=91)

40歳代（n=121)

50歳代（n=154)

60歳代（n=147)

70歳以上（n=309)

とても関心がある ある程度関心がある あまり関心がない

まったく関心がない 不明・無回答

【年齢別】 
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具体的な取り組み     

① 福祉教育の充実 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

16 
子どもに対する

福祉教育の推進 

子どもに対して、様々な分野の福祉について体験を通じて学ぶ機会を提供

し、「やさしい心」を育むとともに、福祉に対する意識醸成に取り組みます。 

主な事業 

・福祉体験学習事業（市） 

・福祉教育推進事業（社協） 

17 
地域における福

祉教育の推進 

幅広い市民に対して、福祉に対する関心を高めるとともに、子育てや高齢、

障がいなど様々な福祉施策に対する理解を深めるための講演やイベントを

開催します。 

主な事業 

・乳幼児発達支援推進協議会講演会・研修会事業（市） 

・参加しやすいイベントや研修会の開催（社協） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 福祉について学ぶ場や地域の集いの場に、積極的に参加します。 

◇ 学校、企業及び社会福祉協議会などと協力して、福祉に対する興味・関心を持ってもらう機

会をつくります。 

 

② 心のバリアフリーの推進 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

18 

地域共生社会の

実現に向けた意

識啓発の推進 

お互いを認めあい、支えあう心を育むため、人権啓発や偏見・差別の解消

に向けた啓発活動を展開します。 

主な事業 

・人権啓発推進事業（市） 

・偏見や差別解消の啓発（社協） 

19 
障がいのある人

の社会参加促進 

障がい者自身の体験発表やグループワークなどを通じて、障がいに対する

理解を促進するとともに、障がいの有無に関わらない交流の場を創出しま

す。 

主な事業 

・障がい者地域支援協議会（相談支援部会）事業（市） 

・福祉ショップ「ともだちの広場」の運営（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 家庭や世代間のコミュニケーションを通して、人を思いやる心や助けあう心を育みます。 

◇ 障がいの有無などに関わらず、垣根のない地域活動を促進し、インクルーシブな地域を目指

します。  
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成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

福祉体験学習参加者数 44 人 ▶ 70 人 

人権啓発事業への参加者数（累計） 2,111 人 ▶ 10,000 人 

子育て講座の参加者数 384 人 ▶ 395 人 

福祉教育推進校数・企業数 25 団体 ▶ 28 団体 

 

 

 

 

市内小中学生を対象とした高齢や障がいなどの福

祉分野に関する体験学習を通じて、やさしい心を育

むとともに、福祉分野への理解を深め、将来的な福祉

人材の確保を目指しています。 

 

  

取り組み事例 福祉体験学習事業 
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基本施策２ 活動の担い手づくり 

現状と課題 

○ 地域の抱える課題が多様化する中で、住民同士の助けあい、支えあい活動の重要性が増して

いますが、人口減少や後期高齢者の増加を背景に、担い手の減少や固定化、高齢化が課題とな

っています。 

○ 団体アンケート調査では、活動を行う上での問題点として「活動にかかわる人が少ない

（48.5％）」「活動の後継者がいない（39.4％）」が上位となっています。また、市や社会福

祉協議会に実施してほしい支援として「人材確保に関する支援（45.5％）」が最も高くなって

います。 

○ 市民アンケート調査では、ボランティアの参加状況について「ボランティア活動はしていな

い（72.1％）」が最も高くなっています。また、今後の活動意向について、参加したい（続け

たい）人が22.2％、参加したくない（続けたくない）人が24.1％、わからない人が46.6％

となっています。ボランティア活動に対する情報が届いておらず、活動のイメージが持てな

い人が一定数いることが想定されます。 

○ 地域福祉を推進するためには、地域や団体の活動を牽引する地域福祉の担い手の確保・育成

を進めていく必要があります。また、ボランティア活動に興味関心を持ち、参加してもらえる

機会を提供するとともに、団体等に対して活動促進のための支援を進めていくことが必要で

す。 

○ 福祉関係の事業所など専門職の人材不足も全国的な課題となっており、団体ヒアリングにお

いても専門職人材の確保・育成が課題としてあげられました。市内の事業所等と連携し、人材

確保や就労支援を進めるとともに、講座や研修等により人材の育成を進める必要があります。 

 

■ボランティアの活動意向 

  

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 

22.2 24.1 46.6 7.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民（n=900)

参加したい

（続けたい）

参加したくない

（続けたくない）

わからない 不明・無回答
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具体的な取り組み 

① 福祉人材の確保及び育成＜重点＞ 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

20 

地域で活動する

人材の確保・育

成 

地域活動の人材を確保するため、幅広い市民に対して、福祉活動に関する

研修に取り組みます。また、地区社協の活動を通じた地域福祉活動を学ぶ

機会の提供などに取り組みます。 

主な事業 

・ささえあいづくり講座・生活支援サポーター養成研修の開催（市） 

・新たな人材の掘り起こしや参加促進（社協） 

21 
専門人材の確

保・育成 

市内の小中学生に対して地域で働く人の講演を行うなど、社会的・職業的

な自立に向けた支援に取り組みます。また、幅広い市民等に福祉や介護の

仕事や市内の介護事業所を知ってもらう機会を設けるなど、福祉・介護人

材の確保に取り組みます。 

主な事業 

・キャリア教育講座の開催（市） 

・介護事業所作品展覧会の開催（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 自分が身近でできることから地域活動に関わります。 

◇ デジタル等を活用し、活動に携わる人の負担軽減に取り組みます。 

 

② ボランティア活動への参加促進 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

22 
ボランティア活

動への参加促進 

ボランティア活動への関心を高め、参加を促すため、研修や講演会、講座

など、ボランティア活動を知ってもらう機会を提供します。 

また、様々な活動の場づくりを通じて、市民が自身に合った活動を選べる

環境づくりに取り組みます。 

主な事業 

・フレイル予防サポーター養成研修の開催（市） 

・子育てボランティアの募集・活動の場づくり（市） 

・青少年の社会参加促進事業（市） 

・ボランティア養成講座の充実や機会の提供（社協） 

23 

ボランティア団

体等に対する支

援 

ボランティア活動、まちづくり活動をさらに継続・発展するために、各種

団体が直面している課題に対して、相談および助成金の案内等を通じて支

援します。 

主な事業 

・まちづくり参加セミナー事業（市） 

・まちづくり支援相談事業（市） 
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市民・地域 の取り組み 

◇ 関心のある取り組みやできることからボランティア活動に参加します。 

◇ 活動の輪を広げるため、学生など若い世代への声かけや、ボランティア団体などの間で情報

交換を行います。 

 

成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

手話奉仕員養成講座、要約筆記体験講座、点訳・音訳ボ

ランティア養成講座の受講者数 
48 人 ▶ 61 人 

生活支援サポーター養成研修受講者数（累計） 183 人 ▶ 200 人 

フレイル予防サポーターの登録者数（累計） 144 人 ▶ 300 人 

ふれコミ隊加入者率（年間） 7.6％ ▶ 8.0％ 

地区社協の福祉の人材発掘事業参加者数 521 人 ▶ 559 人 

 

 

 

 

「まちづくり活動」がさらに継続・発展するため

に、実際に団体が直面している課題からテーマを定

め、スキルアップに繋がる講座を実施しています。 

 

 

 

 

 

フレイル予防を地域の中で普及啓発するため、地

域の中でフレイル予防の啓発活動に取り組むサポー

ターの養成講座や交流会などを開催しています。 

また、サポーターに対して、さらに理解を深めるた

めの講座を開催し、より主体的に活動を行う「フレイ

ル予防アドバンスサポーター」の養成にも取り組んで

います。 

  

取り組み事例 まちづくり参加セミナー事業 

取り組み事例 フレイル予防サポーター事業 
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基本施策３ 多様な住民の参画促進 

現状と課題 

○ 地域共生社会を実現するためには、誰もが役割と生きがいを持ち、「支え手」「受け手」という

関係を超えて地域社会に参画することが求められます。人口減少、少子高齢化等により地域

の担い手が減少する中で、特に地域との関わりが薄くなっている若い世代等の参画がますま

す重要となっています。 

○ 高齢者や障がいのある人などの社会参加や活躍の機会を創出するとともに、地域の若い世代

の地域や福祉に対する意識醸成、参加促進を図る必要があります。 

具体的な取り組み 

① 高齢者や障がいのある人などの社会参加支援、活躍の場づくり支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

24 

高齢者の社会参

加、活躍の場の

充実 

高齢者が生きがいを持つとともに、地域をつくる一員として活躍できる場

の創出に取り組みます。また、社会参加を通じて、フレイル予防等、自身

の健康寿命の延伸につなげます。 

主な事業 

・シルバー人材センター支援事業（市） 

・シニア向け就労促進事業（市） 

25 

障がいのある人

の社会参加、活

躍の場の充実 

障がいのある人が社会とのつながりを深め、地域の中で生活していくため、

就労支援など、社会参加できる機会の充実を図ります。 

主な事業 

・就労支援コーディネーターの設置（市） 

・障がい者の社会参加の支援や啓発（社協） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 障がいを正しく理解し、合理的配慮を踏まえた地域活動を展開します。 

◇ 自身が支援の「受け手」となり得る一方で、「支え手」でもあるという意識を持って地域活動

に参画します。 

 

  

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 
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② 若い世代の参加促進 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

26 
若い世代の意識

の醸成 

若い世代のまちづくりや地域活動に対する意識醸成を図るため、同年代を

主な対象としたセミナーなどを開催するほか、学校や企業と連携した地域

福祉活動の理解促進に取り組みます。 

主な事業 

・まちづくり担い手育成支援事業（市） 

・若い世代に対する地域福祉への理解促進活動（社協） 

27 
若い世代の参加

機会の創出 

子育て世代などを対象としたイベントの開催や、高校、大学などと連携し

て学生などが地域活動やイベントに関わる機会を提供します。 

主な事業 

・親子ふれあいフェスタ事業（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 興味のある分野の活動や親子で地域のイベントに参加します。 

◇ 若い世代にまちづくりや地域活動への参加を呼びかけるとともに、参加しやすいしくみや活

動形態について検討します。 

 

成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

就労継続支援Ａ型事業、就労継続支援Ｂ型事業の利用

者数合計 
529 人 ▶ 609 人 

まちづくり担い手育成支援事業やまちづくり参加セミ

ナーの参加者数（累計） 
922 人 ▶ 1,251 人 

福祉座談会開催数 22 回 ▶ 26 回 

 

 

 

 

次世代を担う若者の中からまちづくり活動に取り

組む人材を掘り起こすため、まちづくり活動に興味

はあるが実践したことがない若者が集まり、対話を

しながら１つの活動を行うプログラムを行い、若い

世代のまちづくりの担い手を育成しています。 

  

取り組み事例 まちづくり担い手育成支援事業 
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基本目標３  誰もが安心して暮らし続けられるまちづくり 

基本施策１ 福祉サービスの質の向上・利用促進 

現状と課題 

○ 高齢者や認知症の人、知的障がい、精神障がいのある人など、何らかの支援が必要な人は増加

傾向にあります。誰もが地域で安心して生活できるようにするためには、福祉サービスを適

切に利用できる体制を整えることが重要です。また、近年福祉の各分野において制度や法律

の改正なども多く、適切に対応していく必要があります。 

○ 市民アンケート調査では、生活上の悩みや不安の相談について「家族や親戚（80.8％）」や「友

人や知人（42.8％）」などの身近な人に相談する人の割合が高い一方で、「社会福祉協議会

（0.6％）」や「市役所等の相談窓口（2.7％）」などの公的機関へ相談している人の割合は低

くなっています。相談しやすい窓口については、「他の機関などと連携し、最適な相談窓口を

紹介してくれる（38.8％）」「相談内容に関わらず、一つの窓口で相談ができる（38.6％）」

「土日祝日や夜間など都合のよい時間に相談ができる（37.1％）」が上位となっています。 

○ また、福祉サービスの情報の入手状況について、「十分にできている」が9.0％に対して『で

きていない』が62.6％となっています。 

○ サービスの質を向上するとともに、多様な相談を断らずに受け止めつなぐ相談窓口の機能や

連携の強化、情報発信等により適切なサービスの利用を促す必要があります。 

 

■相談しやすい窓口  

38.8 

38.6 

37.1 

31.8 

21.2 

21.1 

1.9 

4.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

他の機関などと連携し、

最適な相談窓口を紹介してくれる

相談内容に関わらず、

一つの窓口で相談ができる

土日祝日や夜間など

都合のよい時間に相談ができる

行きつけの場所や地域の身近な場所で

気軽に相談ができる

社会福祉士など専門性をもつ

相談員に相談ができる

他人に会うことなく

インターネットなどで相談ができる

その他

不明・無回答 市民（n=900)

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 
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具体的な取り組み 

① 各福祉分野におけるサービスの充実 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

28 

各個別計画に基

づく福祉サービ

ス等の推進 

高齢、障がい、子ども・子育てなど、各分野の個別計画を策定し、本計画と

も整合を図りながら、適正な福祉サービスの提供と体系的な支援施策を展

開します。 

主な事業 

・高齢者総合プランの策定・運用（市） 

・障がい者スマイルプランの策定・運用（市） 

・こども計画（子ども・子育て支援事業計画）の策定・運用（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 福祉サービスに関する理解を深め、適正に利用します。 

◇ 事業者や団体などは、地域の課題や福祉ニーズを把握し、サービスを提供します。 

 

② 各種相談窓口における連携体制の整備 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

29 

各種相談窓口等

の連携体制の構

築 

各分野の相談支援機関が受けた相談について、必要に応じて他の分野と連

携して適正な支援が届けられるよう支援体制を整備するとともに相談支援

機関同士の連携を強化します。 

主な事業 

・包括的な支援体制の整備（市） 

30 

各種相談窓口に

おける相談支援

の充実 

専門職の配置や相談員の能力向上などを通じて、相談窓口の機能を高めま

す。特に子ども・子育て分野においては、母子保健と児童福祉の機能を集

約した「こども家庭センター」を運用します。 

主な事業 

・基幹相談支援センター事業（市） 

・（再掲）地域包括支援センター運営事業（市） 

・こども家庭センター「クローバー」の運営（市） 

・教育センター「すてっぷ」の運営（市） 

・生活相談センター「さぽーと」の運営（社協） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 身近な相談相手となれるよう、ちょっとした声かけを行います。 

◇ 相談支援に取り組む団体や事業所は、内容に応じて、専門的な支援機関につなぐなど関係機

関と連携し包括的な支援に努めます。 
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③ 効果的な福祉サービスの情報発信 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

31 

多様な媒体によ

る情報発信の充

実 

支援を必要とする人が適切な福祉サービスを利用できるよう、広報紙やウ

ェブサイト、SNSなど多様な媒体を活用した情報発信に取り組みます。 

また、対象者に合わせて、発信内容や方法を工夫し、分かりやすい情報発

信に努めます。 

主な事業 

・子育て応援サイト「ポケット」による情報発信（市） 

・広報啓発事業（市） 

・助成金制度等の周知や利用支援（社協） 

32 
情報アクセシビ

リティの向上 

障がいや病気などを理由に、広報紙や SNS 等だけでは情報を得ることが

困難な人に対して、正しく情報を届けるため、音声の読み上げや点字など、

様々な情報発信ツールを活用します。 

主な事業 

・点字・声の広報等発行事業（市） 

・閲覧支援ソフトの活用（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 正しい情報を得るため、信頼できる情報源から情報収集します。 

◇ 地域福祉活動を通じて福祉サービスの情報を地域で共有します。 

◇ 地域や団体の活動について積極的に情報発信します。 

 

成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

地域包括支援センターの認知度 52.2％ ▶ ＵＰ 

基幹相談支援センター（すまいる）の認知度 24.2％ ▶ ＵＰ 

こども家庭センター（クローバー）の認知度 29.7％ ▶ ＵＰ 

生活相談センター（さぽーと）の認知度 25.1％ ▶ ＵＰ 

ＳＮＳによる地域福祉活動の紹介数 275 件 ▶ 309 件 
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基本施策２ さまざまな困難を抱える人に対する支援の充実 

 

現状と課題 

○ 社会情勢の変化に伴い、地域住民の抱える福祉ニーズが複雑化、多様化しています。介護や子

育て、障がい、生活困窮、ひきこもりなど複合的な課題を抱える世帯が増加しています。 

○ 団体ヒアリング調査においても、支援対象者の多様化や課題が複雑化・複合化しているとの

声があがっており、重層的・包摂的な支援体制の構築が求められています。 

○ 複雑で多様なケースに対応するためのきめ細やかな支援体制の充実を図る必要があります。 

○ また、犯罪や非行をした人の中には、厳しい生活環境など生きづらさを抱え、立ち直りに困難

を抱える人が少なくありません。立ち直ろうとする人が、地域社会で孤立しないよう、行政や

関係機関等が連携して支援に取り組む必要があります。 

具体的な取り組み 

① 生活や就労に困っている人への支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

33 相談支援の充実 

生活困窮に陥るリスクのある人などに対する相談支援を通じて、就労や家

計改善など、一人ひとりに合わせた支援メニューの提供につなげます。 

主な事業 

・生活相談センター「さぽーと」の運営（社協） 

34 就労支援の充実 

企業と連携した求職者に対する就労支援や、就労に向けたスキルアップな

ど、就労意欲のある人に対する支援に取り組むとともに、生活困窮者に対

して、相談支援などと連携した就労意欲の向上に取り組みます。 

主な事業 

・生活困窮者自立支援事業（市・社協） 

・合同企業説明会の開催（市） 

35 
一時生活支援等

の充実 

就労や自立に向けて一時的な生活支援を必要とする人に対して、住居や衣

服等の支援や給付、資金貸付事業を実施します。 

主な事業 

・生活困窮者自立支援事業（市・社協） 

・ひとり親家庭自立支援給付金事業（市） 

・生活福祉資金貸付事業（社協） 
 

市民・地域 の取り組み 

◇ 相手に寄り添って話を聞き、身近な人の相談相手になります。 

◇ 子ども食堂など、地域の中で生活支援や居場所づくりに取り組みます。 

◇ 地域の事業者は、社会参加や就労体験の機会提供など就労支援に協力します。 

  

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 
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② 配慮を必要とする子どもや家庭への支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

36 

妊娠・出産期に

おける支援の充

実 

妊娠・出産期の母子への訪問や各種健診、健診に対する助成などを通じて、

母子の心身の健康を保つとともに、出産・育児の不安を和らげるための伴

走的な支援に取り組みます。 

主な事業 

・母子保健事業（乳幼児健康診査、家庭訪問、のびのび測定等）（市） 

・産婦健康診査助成事業（市） 

・産後ケア事業（市） 

37 

配慮を必要とす

る子どもへの支

援の充実 

様々な理由を背景に学校への行きづらさを抱える子どもたちの学びの場や

活動の場を提供するとともに、本人や保護者の悩みをワンストップで受け

止める相談支援を実施します。 

主な事業 

・（再掲）教育センター「すてっぷ」の運営（市） 

・あすなろ教室事業（市） 

・さくら・まえみや不登校対策事業（市） 

38 

配慮を必要とす

る家庭への支援

の充実 

保育園における医療的ケア児の受け入れや、ひとり親家庭に対する支援、

経済的な理由により就学が困難な家庭など、家庭に合わせた多様な支援施

策を展開します。また、DVなど、保護が必要な家庭に対して学校や子育て

福祉などが連携して対策と支援に取り組む体制を整えます。 

主な事業 

・医療的ケア児保育支援事業（市） 

・ひとり親家庭相談事業（市） 

・要保護児童対策及びDV対策地域協議会の運営（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 子育ての悩みを一人で抱え込まず、家族や地域、相談窓口などへ相談します。 

◇ 子育て世帯を声かけなどで温かく見守ります。 

◇ 子育ての悩みを親同士で話しあえる場や子育てについて学べる場を積極的に設けます。 

◇ ファミリー・サポート・センターへのサポート会員登録など、子どもや子育て世帯の手助け

に取り組みます。 
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③ 制度のはざまにいる人への支援＜重点＞ 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

39 
包括的な支援体

制の整備 

既存の制度や福祉サービスでは支援が届かない人に対して、適正な支援を

届けるための支援体制の整備に取り組むとともに、様々な支援機関や団体

と連携して包括的な支援を提供します。 

主な事業 

・（再掲）包括的な支援体制の整備（市） 

・ひきこもり支援対策プラットフォームの運用（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 支援が必要だと思われる地域の人に声かけをします。 

◇ 相談先が分からずに困っている人を把握したら、民生委員・児童委員や相談機関などにつな

げます。 

 

④ 安心できる居場所を必要とする人への支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

40 居場所の創出 

孤独・孤立状態に陥るリスクのある人や安心できる居場所を持たない人に

対して、属性を問わずに参加できる居場所の提供を検討します。 

主な事業 

・（再掲）孤独・孤立に陥る人への相談支援、アウトリーチ支援（市） 

・（再掲）子ども食堂・子ども宅食支援事業（市） 

41 
居場所につなぐ

支援の充実 

各相談支援や情報発信等を通じて、居場所を必要とする人を見つけ、居場

所につなげるための支援を展開します。 

主な事業 

・健康相談事業（こころの相談）（市） 

・悩みを抱えやすい若者への相談窓口の周知（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 子ども食堂など、地域の中で居場所と感じられる場所をつくります。 

◇ 子どもがいる世帯やひとり暮らしの高齢者世帯など、孤立するリスクが高い世帯に声かけな

どを行い、地域で見守ります。 
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⑤ 権利擁護を必要とする人への支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

42 
権利擁護体制の

充実 

成年後見支援センターを中心として、成年後見制度の利用促進や制度利用

に対する包括的・伴走的な支援を実施します。また、市民後見人の養成な

どを通じて、支援体制の充実を図ります。 

主な事業 

・成年後見支援センター事業（市） 

・法人後見事業（社協） 

43 
虐待防止に向け

た取組の推進 

基幹相談支援センターを中心とした虐待防止のネットワークを構築すると

ともに、虐待が発生した際は、被虐待者の保護を行うための連携強化を図

ります。 

主な事業 

・児童虐待防止に向けた連携強化（市） 

・高齢者虐待防止に向けた取り組み（市） 

・障がい者虐待防止事業（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 制度についての知識を深め、必要に応じて利用できるようにします。 

◇ 支援が必要な人を地域で見守り、成年後見支援センターや専門機関などの必要な支援につな

げます。 

◇ 市民後見人となり、認知症や障がいなどで判断能力が十分でない人をサポートします。 

 

⑥ 再犯防止の推進【再犯防止推進計画】 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

44 
民間団体等の活

動促進 

更生保護に携わる民間団体等の再犯防止の取り組みを促進するため、研修

や団体運営などの活動を支援します。 

主な事業 

・保護司会の運営支援（市） 

・更生保護女性会の運営支援（市） 

45 
広報・啓発の推

進 

再犯防止に関する街頭啓発や学校での啓発活動、イベント出店等を通じて、

地域に再犯防止に対する正しい理解を促します。 

主な事業 

・社会を明るくする運動の実施支援（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 再犯防止や更生保護の取り組みについて正しい理解を深め、地域で支える体制をつくります。 
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成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

就労支援事業に参加した生活保護受給者の就労率 

（年間） 
75.0% ▶ 82.5% 

９０日以上欠席している児童生徒のうち、教育支援セ

ンターを利用した人数の割合 
18.9％ ▶ 20.0％ 

市民後見人の人数 1 人 ▶ 2 人 

 

 

 

 

認知症や障がいなど、日常生活の中で判断能力が

不十分と思われる方が安心して地域で暮らせるよ

う、金銭管理や介護・福祉サービスの利用援助などを

補佐する市民後見人の養成講座を開催しています。

令和６年３月には、県内初となる市民後見人が各務

原市で誕生しています。 

 

  

取り組み事例 市民後見人養成講座事業 
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基本施策３ 防災・防犯活動の推進 

現状と課題 

○ 近年、全国各地で豪雨や地震など甚大な自然災害が多く発生する中、災害時における地域住

民の支えあいに対する意識を高めていく必要があります。また、ひとり暮らし高齢者や障が

いのある人など、自ら避難することが困難な要配慮者に対する支援・配慮も課題となってい

ます。 

○ 市民アンケート調査では、避難行動要支援者支援制度について、内容を知っている人は

11.9%にとどまっています。 

○ 民生委員・児童委員アンケート調査では、避難行動要支援者支援制度について名前も内容も

知っている人が82.2%、名前も内容も知らない人が1.5%となっていますが、災害時に支援

が必要な人の情報の活用状況について、「災害時に支援が必要な人の状況について自治会長と

の間で情報を共有している（37.1％）に次いで「特に活用していない（27.7％）」が上位と

なっています。 

○ 市民アンケート調査では、「防災対策の推進」や「防犯活動の推進」は市民にとって関心が高

く、重要だと認識されている取り組みとなっています。 

○ 住み慣れた地域で、より安全に安心して生活を送るためには、関係機関の協力体制のもと、日

頃から地域ぐるみで災害・防犯対策の取り組みを強化する必要があります。 

 

 

■避難行動要支援者支援制度の認知度  

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 

11.9 25.1 60.1 2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民（n=900)

名称も内容も知っている

名称は聞いたことはあるが内容はわからない

名称も内容も知らない

不明・無回答

82.2 14.9 

1.5 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民生委員・児童委員

（n=202)

名前も内容も知っている

名前は聞いたことはあるが内容はわからない

名前も内容も知らない

不明・無回答
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具体的な取り組み     

① 災害時の要配慮者への支援体制整備 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

46 
要配慮者支援体

制の構築 

障がい者などの当事者同士による被災時の生活支援などの協議を通じて、

福祉避難所の運営マニュアルの適宜見直しや支援体制の構築に取り組みま

す。また、災害ボランティアの受け入れを想定した調整・協議など、支援

を受けるための体制を構築します。 

主な事業 

・災害時要配慮者支援促進事業（福祉避難所運営等）（市） 

・障がい者地域支援協議会事業（市） 

・災害ボランティア連絡会議の開催（市） 

47 要配慮者の把握 

要配慮者の名簿を適切に管理・運用するとともに、本人の同意を得た上で

地域に共有し、自主防災訓練で活用してもらうなど、地域防災力の向上に

つなげます。 

主な事業 

・避難行動要支援者名簿事業（市） 

・高齢者要援護台帳の管理・運用（市） 

48 

災害時における

要配慮者への支

援 

被災時における要配慮者の精神的な不安や悩みなどを和らげるため、関係

機関等と連携した「こころのケア」を実施します。 

主な事業 

災害時の「こころのケア対策」の実施（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 日頃から地域と交流を持ち、災害時に助け合える関係を築いておきます。 

◇ 避難行動要支援者名簿への登録が必要な人を把握します。 

◇ 障がいのある人や高齢者など要配慮者も交えた、防災訓練を実施します。 

 

② 地域の防災対策の促進 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

49 

防災に関する知

識等の普及・啓

発 

地域における防災リーダーの育成や学校における防災教育を通じて、防災

に関する知識の普及・啓発に取り組みます。 

主な事業 

・防災教室事業（市） 

・防災ひとづくり講座事業（市） 

50 
地域防災活動の

活性化 

自治会等に対する講座や訓練等を通じて、自主防災組織の重要性を啓発す

るとともに地域防災力の向上に取り組みます。 

主な事業 

・自主防災力強化事業（市） 

・災害ボランティアセンター立ち上げに向けた体制づくり（社協） 
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市民・地域 の取り組み 

◇ 普段から、隣近所の人と災害を意識した話しあいや地域の防災訓練に積極的に参加します。 

◇ 地域での防災対策を促進するため、各家庭や地域において災害に備えた備蓄に取り組みます。 

 

③ 地域の防犯活動の支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

51 
地域の連携によ

る防犯の推進 

地域における見守り活動の促進や「子ども110番の家制度」の周知を通じ

て、防犯意識の向上や犯罪抑制に取り組みます。 

主な事業 

・通学路ふれあい安全マップの作成・活用（市） 

・子ども110番の家制度の周知（市） 

52 
活動を支える基

盤強化 

地域における防犯活動団体に対する支援や防犯カメラの設置に対する補助

を通じて、地域における防犯活動や防犯体制の強化を図ります。 

主な事業 

・防犯団体活動支援事業（市） 

・自治会防犯カメラ設置補助事業（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 犯罪被害にあわないために防犯意識や知識を高めます。 

◇ ボランティアや見守り活動などで、学校の通学路などの安全確保を図ります。 

◇ 防犯灯や防犯カメラを設置するなど、防犯活動を推進し、犯罪を予防する環境をつくります。 

 

成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

防災推進員の活動者数（累計） 126 人 ▶ 150 人 

犯罪認知件数（年間） 925 件 ▶ 772 件 
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基本施策４ 包括的な自殺予防体制の構築 

 

現状と課題 

○ 近年、全国の自殺者数は依然、年間２万人を超える水準で推移しているものの、減少傾向にあ

りました。しかし、コロナ禍で女性は２年連続の増加、小中高生は過去最多の水準になるな

ど、今後対応すべき新たな課題が顕在化しました。 

○ 令和４年10月に閣議決定された「第４次自殺対策総合大綱」では、これまでに引き続き、社

会における「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増やすことを通

じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方向が示されるとともに、新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を踏まえた対策の推進が新たな基本認識として追加されました。 

○ 本市の令和４年の自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺者数）は15.1 となっており、全国

（17.25）、岐阜県（16.13）と比較して低くなっています。 

○ 自殺死亡の要因は様々であり、不安や悩みの深刻化を防ぐため、家族や地域等の見守り、相談

支援や居場所の提供、複合的課題に対応するための関係機関とのネットワークづくり等の取

り組みが求められます。 

具体的な取り組み 

① 自殺を未然に防止する体制の強化 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

53 

地域におけるネ

ットワークの強

化 

保健・医療・福祉・教育・労働等、様々な分野の行政機関や、関係団体と連

携し、自殺対策に関する検討や情報交換などを行う場を設けます。また、

地域におけるコミュニケーションの活性化を促すことで、安心して生活で

きる地域づくりに取り組みます。 

主な事業 

・自殺対策推進本部会議の開催（市） 

・自殺対策連絡協議会の開催（市） 

・語らい・ふれあい活動事業（市） 

54 
自殺対策を支え

る人材の育成 

自治会や民生委員・児童委員、行政職員など、様々な人を対象にゲートキ

ーパー研修を実施し、自殺リスクのある人の早期発見や見守りに携わる人

材を育成します。 

主な事業 

・ゲートキーパー養成研修の開催（市） 

・教職員に対するSOS受け取り方研修の実施（市） 

55 
周知・啓発の推

進 

自殺リスクや対策などについて正しい理解を深めてもらうため、自殺対策

に関する講演会の開催等を通じて、周知・啓発に取り組みます。 

主な事業 

・こころの健康づくり講演会の開催（市） 

関連する 

ＳＤＧｓ 

の目標 
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市民・地域 の取り組み 

◇ 悩んでいる人の存在に気づき、思いに寄り添い、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家

につなぎ、見守っていくという意識を一人ひとりが持ちます。 

◇ ゲートキーパー養成講座の受講などを通して、ゲートキーパーの役割や必要性を正しく理解

します。 

 

② 自殺リスク要因を減らすための支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

56 
相談支援体制の

充実 

自殺を選択する要因は様々であることから、生活困窮や就労、こころの相

談など多様な分野の相談支援を展開することで、自殺リスク要因の低減を

図ります。 

主な事業 

・（再）健康相談事業（こころの相談）（市） 

・消費生活に関する相談、多重債務相談（市） 

・（再）就労支援コーディネーターの設置（市） 

57 

当事者および家

族への支援の充

実 

自殺未遂者や、遺された家族へのフォロー、相談支援機関への取次ぎなど

を通じて、自殺の企図や家族の悩みや不安などの軽減を図ります。 

主な事業 

・自殺未遂者への相談支援（市） 

・遺された人への支援に関する情報発信（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 自分や身近な人だけで解決できない困りごとについては、躊躇せず、行政や支援機関の相談

窓口を活用します。 

◇ 職場や地域において、過重労働やハラスメントの対策などに取り組みます。 

 

③ さまざまな世代や環境に応じた支援 

行政・社協 の取り組み 
 
№ 取り組み 内容 

58 
子ども・若者の

自殺対策の推進 

訪問支援、相談支援や居場所づくりなど、様々な支援施策を通じて、育児

による心身の不調や、虐待、ヤングケアラー、いじめ、不登校など、子ど

も・若者や子育て当事者が抱える不安や悩み、課題解決に取り組みます。 

主な事業 

・「SOSの出し方に関する教育」の実施（市） 

・（再）こども家庭センター「クローバー」の運営（市） 

・（再）要保護児童、要支援児童及び特定妊婦への支援（市） 

・（再）教育センター「すてっぷ」の運営（市） 

・少年センター「ほっとステーション」の運営（市） 
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№ 取り組み 内容 

59 
女性の自殺対策

の推進 

育児など、女性が孤独・孤立状態に陥りやすい場面や心身に支障をきたす

可能性が高まる場面において、相談支援や訪問支援などを展開し、不安や

悩み、課題解決に取り組みます。 

主な事業 

・（再）母子保健事業（乳幼児健康診査、家庭訪問、のびのび測定等）（市） 

60 
高齢者の自殺対

策の推進 

配偶者との死別などによる孤独・孤立や、身体機能の低下等を背景とした

自殺リスクを低減するため、相談支援や介護予防、居場所づくり事業を展

開します。 

主な事業 

・高齢者団体対象の介護予防教室の開催（市） 

・高齢者の居場所づくり事業（市） 

61 
生活困窮者の自

殺対策の推進 

経済的な理由を背景に自殺するリスクを低減するため、生活困窮者に対す

る相談支援や就労支援等を展開します。 

主な事業 

・（再）生活困窮者自立支援事業（市・社協） 

62 
勤務・経営者の

自殺対策の推進 

労働環境などを背景に自殺するリスクを低減するため、経営者等に対する

自殺対策やゲートキーパーの周知、ハローワーク等と連携した就労支援や

雇用機会の創出などに取り組みます。 

主な事業 

・ハローワークとの連携（市） 

 

市民・地域 の取り組み 

◇ 環境の変化などで困ったことがあれば、一人で抱え込まず、誰かに相談します。 

◇ 健康づくりや生きがい活動を通して地域に仲間をつくります。 

◇ 見守り活動やちょっとした声かけなどを通じて、自殺リスクが高い人の早期発見に努めます。 

成果指標 

項目 
現状  目標 

令和５年度  令和 11 年度 

ゲートキーパー養成研修受講者数（累計） 55 人 ▶ 70 人 

自殺死亡率（人口 10 万人対） 
15.1 

※令和４年度 
▶ 12.0 

 

 


